
世界の人口の将来 （ＴＢＳラジオ 「日本全国８時です」 ２０１３．７．１１） 

 

 今日は国際連合の人口基金が定めた「世界人口デー」です。 

 どのようにして認定したか分かりませんが、１９８７年の７月１１日に当時のユー

ゴスラビア（現在はクロアチア共和国）の都市ザグレブで誕生した男の子供を５０億

人目と認定し、国際連合のデクエヤル事務総長がザグレブをわざわざ訪問して祝福し

たという出来事がありました。 

 家族としては子供の誕生は嬉しいことですが、世界全体としては人口が増えていく

ことは問題でもあるので、世界の人々が人口問題に関心を持ってもらおうと、その２

年後の１９８９年に７月１１日を「世界人口デー」に制定したというのが経緯です。 

 

 その心配の通り、１２年後の１９９９年１０月１２日には世界の人口が６０億人を

突破し、さらに１２年後の２０１１年１０月３１日には７０億人を突破し、今度は国

際連合人口基金も特定の子供を７０億人目とすることはあきらめ、１０月３１日に産

まれた子供はすべて７０億人目と認定することにしました。 

 計算してみると、約２３万人が７０億人目になります。 

 

 これがどのくらい異常な状態かを歴史的に調べてみます。 

 ６０億人が７０億人になるのは１０億人が増えたことになるわけですが、過去、１

０億人が増えるのにどれだけの年数が必要であったかを計算してみると、初めて１０

億人を突破したのが１８０２年で、２０億人になるのには１２５年かかり１９２７年、

３０億人になるのには３４年、４０億人になるのには１３年、５０億人になるのには

１３年、６０億人になるのには１１年かかっています。 

 最近でこそ増加の傾向が緩やかになってきましたが、１７９８年にロバート・マル

サスが『人口論』で予言した通り、幾何級数的に増加してきました。 

 

 今後、どのようになるのかについても、先月の６月１３日に国際連合経済社会局が

２１００年までの予測を発表しましたが、それによると、中間値で２０５０年に９６

億人、２１００年に１０９億人になると予測されています。 

 実はこの経済社会局は２００４年に２３００年までの人口予測を発表しています

が、最大に増加する場合、２１００年に１４０億人、２２００年に２１０億人、２３

００年に３６０億人という驚くべき数字になっています。 

 実際は戦争や飢饉や病気によって、このようにはならないと思いますが、大変な問

題です。 

 しかし、日本にとっては逆に人口が減少していくという問題があります。 

 国際連合経済社会局が世界各国の２１００年までの人口を５年単位で予測してい

ますが、日本は現在の１億２７００万人から、２０３０年には１億２０００万人、２

０５０年には１億８００万人、２１００年には８４００万人に減少していくという結



果になっています。 

 現在、日本の人口は世界で１０番目ですが、２０３０年にはフィリピン、メキシコ

に抜かれて１２番目、２０５０年には、さらにイラン、ベトナム、エジプト、エチオ

ピアに抜かれて１６番目になります。 

 

 これは世界全体の人口減少に貢献しているという意味では結構ですが、国力という

点では問題になります。 

 以前も御紹介しましたが、ベネチア共和国は６９７年の建国から、次第に勢力を拡

大し、一時は地中海を制覇する大国でしたが、１７世紀に入って、現在の日本と同様

に若者の結婚比率が減少し、結婚しても子供を作らない家庭も増加し、国力が衰退し

て、１７９７年にナポレオンに降伏して消滅したという事例があります。 

 そこで日本でも少子化担当大臣が任命され対策が検討されています。 

 日本の合計特殊出生率、すなわち女性が一生に産む子供の人数が最低であった２０

０５年の１・２６人から、少しずつ増加し、昨年は１・４１人まで回復してきました

が、同じような状況からフランスは２・０１人、イギリスは１・９６人、アメリカは

１・８９人に回復しており、日本の政策は十分な効果を上げているとはいえない状況

です。 

 

 出生率は、雇用環境、保育環境、ワークライフバランスなど職場の環境に影響され

るといわれますが、そこで注目されているのが福井県の政策です。 

 福井県の２０１１年の合計特殊出生率は沖縄の１・８６には及びませんが、１・５

６で都道府県の中では９番目です。 

 それに貢献しているのが「企業子宝率」という指標です。 

 これは社員が在職中に育てている子供の人数を調べたもので、福井県内の２・０を

越えている企業を「子育てモデル企業」として認定する制度です。 

 昨年の調査ですが、県内の従業員３００人未満の３２００社のうち２９７社の回答

を分析すると、従業員の少ない会社ほど子宝率が高い傾向が見られたそうです。 

 新聞に紹介されている事例では、敦賀市にある塗料店では子宝率２・４８、越前市

にある病院では２・２１、高浜町にある建設会社では２・０６、福井市にある造園会

社では２・０３など、２を超える会社が多数あります。 

 

 今年５月、横浜市が保育施設への待機児童をゼロにする目標を達成しましたが、こ

れでも分かるように、少子化担当大臣を任命しても、国が実施する政策は十分に効果

をあげていないのに比べ、自治体は地域の実態に合わせた政策で問題を解決していま

す。 

 地域主権や地方分権が唱えられて半世紀近くたちますが、なかなか実現が困難です。 

 しかし、少なくとも国民の生活に関係する分野については基礎自治体が独自の政策

で対処することが必要だと思います。 


